天川村公告第１４号

入　札　公　告

天川村の工事等について、下記のとおり制限付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び天川村契約規則（昭和39年規則第６号）第３条の規定により次のとおり公告する。

平成２１年１２月７日
天川村長 柿 坂 彌 壽 麿
１　一般競争入札に付する事項
（ 1）工事番号　　　　天総第２１－２号
（ 2）工事名　　　　平成21年度防災行政無線施設(固定系)整備工事
（ 3）工事場所
  奈良県吉野郡天川村大字沢谷60番地
（ 4）工事概要　　　  防災行政無線施設の一部更新に伴う業務のうち以下に示す項
目とする　

①同報系　親卓操作卓更新工事　　　一式

②屋外型　自動発動発電機設置工事　一式

③屋外子局バッテリー更新工事　　　一式

· 既存の周辺接続機器は『日立国際電気製』である。
（詳細については仕様書による)
（ 5）工期　　　　契約締結日から平成22年3月31日

（ 6）予定価格　　　　36,447,600円
（ 7）最低制限価格　　　　　　　有
（ 8）入札方法　　　　制限付一般競争入札

（ 9）契約締結予定日　　　　平成22年1月中旬予定

（10）支払条件　　　　

① 前払金　　　　　　　　　　　有
② 中間前払金　　　　　　　　　無
③ 部分払　　　　　　　　　　　無
④ 中間前払金と部分払の選択　　無
２　応募形態
単独企業による。
３　入札参加資格要件
次に揚げる条件をすべて満たした者であって本工事に係る入札参加資格審査において資格があると認定され指名通知を受けた者とする。

( 1) 地方自治法施行令第１６７条の４に規定する入札参加の資格条件に該当しない事。

( 2) 建設業法（昭和２４年法律第１００号第１５条の規定による電気通信工事業に係る特定建設業の許可を有すること。

( 3) 建設業法に規定する電気通信工事に係る経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書（平成２０年４月１日施行の新基準による最新のもの）の総合評定値が１４００点以上   であること。

( 4) 元請として完成引渡しが完了したデジタル同報系（６０MHz）市町村防災行政無線工事の施工実績（契約金額が３億円以上）を有する事。ただし特別共同企業体の構成員として施工したものは施工実績に含めない。

( 5) デジタル同報系（６０MHz）市町村防災行政無線設備の機器製造、工程管理、検査・試験を自らが実施できる体制と能力を有すること。

( 6) 建設業法第２７条の１８の規定による電気通信工事の監理技術者資格者証を有する監理技術者を本工事に選任で配置できること。

ア　技術者については平成２０・２１年度天川村建設工事競争入札資格審査申請書の技術者名簿により確認するので名簿に変更のある場合は提出期限までに必ず変更届けを提出すること。

イ　本工事に届出のあった技術者を重複して他の工事に予定の技術者を配置する事ができなくなったときは入札をしてはならない。この場合において申請書を提出した者は直ちに当該申請書を取り下げ、又は入札の辞退を行うこと。

ウ　落札者は契約期間中、本工事に届出下配置予定技術者を当該工事現場に配置すること。なお、病欠、死亡、退職等の極めて特別な場合を除いて契約期間中は当該配置予定技術者を変更することは認めない。

　 ( 7) 本工事の入札参加を申請した日から入札日までの間において天川村の競争入札に

係る指名停止基準に基づく指名停止又は建設業法第２８条の規定による営業停止

処分を受けていないこと。 
( 8) 入札参加者間の資本・人的関係等

　　　　入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係が無い事。

　　　　ア　資本関係　以下のいずれかに該当する複数者の場合。ただし子会社または子

会社の一報が更正会社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

1）親会社（会社法施行規則第３条第３項の規定による親会社をいう。以下同じ）

と子会社の関係にある場合。

2）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。

イ　人的関係　以下のいずれかに該当する複数者の場合。ただし(イ)については会

社の一方が更正会社又は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。

1）一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている場合。

　　　　2）一方の会社の役員が他方の会社の管財人を現に兼ねている場合。

( 9)会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更正手続き開始の申立て（国

土交通省の資格再認定を受けている者を除く）廃止前の和議法（大正１１年法律

第７２号）に基づく和議開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号に基づく再生手続き開始の申立て（国土交通省の資格再認定を受けている者を

除く）がなされていないこと。

(10) 前各号に定めるもののほか、村長が特に必要と認める資格を有していること。

　　　　① 公告日現在において近畿2府4県内に本社（店）もしくは営業所を有していること。

4． 入札参加の申請及び提出方法

（1） 本工事の入札に参加しようとする者（以下「申請者」という。）は、次に掲げる

　　　　書類を提出し、本村の入札参加資格の審査を受けなければならない。

　　　　既に平成２０・２１年入札参加資格申請を提出している場合は

次の順に各１部をＡ４ファイルにとじて、表紙及び背表紙に、「工事件名」「一般競争入札参加申請書」「会社名」を表記し、提出すること。

　　　　ア　一般競争入札参加申請書（様式第１号）

　　　　イ　入札参加資格を確認するための資料

（1） 経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書（写）

（2） 建設業許可証明書又は許可通知書(写)

（3） 建設工事施工実績調書及び配置予定技術者の資格・工事経歴報告書
（様式第２号・第３号）

· ＣＯＲＩＮＳ工事カルテの竣工時登録データー式及び工事設計内訳書、

又は内容が確認できる契約書の写又は工事施工証明書（内容の確認ができないときは設計図書のいずれかにより補充すること。）を添付すること。

· 監理技術者については、１名とし、資格者証の表裏の写を添付すること。

（4） 誓約書（様式第４号）

（5） ３(6)の市町村防災行政無線の機器製造、工程管理、検査、試験を自社にて

実施できる体制・能力がわかる資料
　　　又、平成２０・２１年入札参加資格申請を提出していない場合は

　　　　上記の他に下記の書類が必要。

　　　　ア　一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書　

（国交省統一様式もしくは天川村ホームページに掲載）

イ　営業所一覧表　（国交省統一様式もしくは天川村ホームページに掲載）

　　　　ウ　委任状（支店等に権限を委任する場合に限る）
（国交省統一様式もしくは天川村ホームページに掲載）
エ　使用印鑑届（原本）

　　（国交省統一様式もしくは天川村ホームページに掲載）
　　　　オ　印鑑証明書（写し）

　　　　カ　商業登記簿謄本（写し）

　　　　キ　納税証明書（直近のもの　写し）

　　　　　　消費税及び地方消費税

　　　　　　都道府県税に滞納がない証明

　　　　　　法人市（町・村）民税に滞納がない証明
　　　　申請者は、前号に掲げる書類を入札参加申請の受付期間内に受付場所において

提出しなければならない。

（2） 入札参加申請の受付期間及び受付場所は、次のとおりとする。

ア　受付期間　平成２１年１２月８日（月）から平成２１年１２月１７日（木）まで

（土曜日及び日曜日を除く）※郵送等受付可能(受付期間内に必着のこと)　
イ　受付時間　午前８時か１５分ら午後５時００分まで

　（正午から午後１時００分までを除く。）

ウ　受付場所　総務課

（3） 書類の作成に係る費用は、申請者の負担とする。

提出された書類は返却しない
５．入札参加者の氏名等
（1） この入札の参加希望者は一般競争入札参加申請書（一般競争）（以下「確認申請」と

　いう。）４．入札参加の申請及び提出方法により提出し、参加資格の確認を受けなければならない。この場合において、参加資格の確認基準日は確認申請書の提出期限日とし、確認の結果は提出期限の翌日から３日以内に文書で通知する。

４ 仕様書等について

（１）当該入札参加資格のある旨確認をした通知書とともに仕様書を同封して郵送する。

（２）仕様書を確認したら同封してある設計図書受領書（様式第8号）を記入捺印の上返送すること。

（３）仕様書等に対する質疑応答書（様式第10号）は、別記１により提出すること。

（４）（３）の質問に対する回答は、別記２により回答を行うものとする。
５ 説明会の日時及び場所

　　　 説明会は、行わない

６ 一般競争入札執行の日時及び場所等

　一般競争入札は、別記３により執行する。

７ 入札保証金

天川村契約規則（昭和39年天川村規則第６号）の規定に基づき、次のとおりとします。
（１）　入札保証金は、本工事の予定価格の100分の５以上とする。

（２）　契約保証金は本工事の契約金額の100分の10以上とする。

（３）　入札保証金、契約保証金について、免除規定があります。

８ 契約に関する特記事項

　　　 なし

９ 入札の無効

（１）この入札に参加資格がないと認められた者及び確認申請にあたって虚偽の申請をした

者の行なった入札

（２）仕様書等に示した条件等一般競争入札に関する条件に違反した入札

（３）一般競争入札参加資格があることを確認され、その後入札執行時点において２に掲げ

る参加資格を失った者の行なった入札

10 期間の計算

　　　この公告において期間の計算をする場合で、当該機関内に天川村の休日を定める条例(平成元年１２月２５日条例第３２号)第１条第１項に規定する村の休日があるときは、当該休日を除いて計算するものとする。

【別記】

１　仕様書等に対する質問

(1)　提出方法　　ＦＡＸのみとする。

(2)　受付期間　　平成２１年１２月１８日(金)から１２月２８日(月)まで

午前8時15分から午後5時まで　(土曜日、日曜日及び祝日等を除く。)

(3)　提出先　　天川村　総務課

２　仕様書等に対する回答
(1)　回答方法　　ＦＡＸで行う。
(2)　回答期間　　平成２２年１月４日(月)から１月１１日(月)まで

(土曜日、日曜日及び祝日等を除く。)
(3)  質問に対する回答は、申請者だけでなく入札参加資格のある旨を確認したすべての者に公表する。
３　入札執行日時等
　　　
 (1)　日　　時　　　平成２２年１月１３日　(水)　午後２時
(2)　場　　所　　　奈良県吉野郡天川村沢谷６０番地

天川村　山村開発センター(２階　農林研修室)
・当村から通知する「入札参加資格のある旨確認をした通知書（様

式第6号）」を持参すること

（3)入札に係る様式

入札に係る様式は以下の様式を使用してください。

①　入札書（様式第12号）

②　委任状（様式第13号）

天川村ホームページに掲載

 　　 　　　　　　　　　　③　入札保証金
　　　　　　　　　　④　工事内訳書（様式第16号）
（4）入札の方法等

・入札執行時に当該入札参加資格があると確認した旨の通知書を提示すること。

・契約担当課が求めた場合には、第１回の入札に際し、入札書に記載される入札金額

　　　に対応した工事内訳書（様式）を提出すること。

・入札執行回数は原則として１回とする。
・入札は持参によるものとし、郵便及び電送による入札は、取り扱いません。

・最低制限価格　　本工事の入札については、最低制限価格を採用します。

・代理人をもって入札する場合は、その委任状を入札と同時に提出して下さい。

・入札者は、その提出した入札書を引き換え変更、又は取り消すことはできません。

・落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の５に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の105分の100に相当する金額を入札書に記載すること。
	638-0392

奈良県吉野郡天川村大字沢谷６０番地

天川村役場　総務課
℡　0747－63－0321

fax 0747－63－0329








